
　    平成26年度復興支援の担い手の運営力強化実践事業(復興活動支援枠）一覧

協議体名 主なＮＰＯ法人等
市町村
（県）

1
復興支援ＮＰＯなんでも相談
会

特定非営利活動法人
シニアパワーいわて

沿岸広域振
興局

　昨年度に引き続き、沿岸広域振興局やＮＰＯ中間支援ネットワークの協力を仰ぎなが
ら相談会を開催し、沿岸地域においてＮＰＯ法新会計基準の普及定着化や経理処理の適
正化を中心としたＮＰＯ法人の総合力向上に側面から支援する。 1,084

2
子育て支援者のスキルアップ
支援事業

特定非営利活動法人
いわて子育てネット

岩手県保健
福祉部

　遊び場の少ない沿岸被災地において、遊びの不足からくる無気力などの育ちへの懸念
がある。そこで、子ども時代に感動したり不思議を感じたり自発的に挑戦する心の育ち
を支えるため、子育て支援者のスキルアップを目的に科学遊び、アート遊び、パネルシ
アター等の表現力の研修と実施研修を兼ねた親子向け体験遊びの実践を行う。

4,933

3
いわて文化支援ネットワーク
事業

特定非営利活動法人
いわてアートサポート
センター

岩手県教育
委員会

　昨年に引き続き、芸術文化面での復興をめざし、被災地への文化支援を行う県内の芸
術文化団体のネットワークを形成し、支援事業やＨＰ等による情報交流、文化ボラン
ティアの人材育成を活性化させるとともに、全国からの文化支援や行政からの情報と被
災地を結ぶ中間支援コーディネート事業を行う。

3,998

4
沿岸広域の被災地のＮＰＯ法
人等の情報共有と研修を通じ
た運営力強化事業

特定非営利活動法人
アットマークリアスＮ
ＰＯセンター

沿岸広域振
興局

　昨年度に引き続き、被災地支援センターを運営し、地域で個々に被災者・被災地の支
援活動を行うＮＰＯ等の連携促進と、運営力強化のために必要な各種研修事業を行う。
また、今後復興の担い手となる個人や団体を掘り起こし、その育成を行い、多様な担い
手による復興を促進させる。

4,441

5
陸前高田まちづくり協働セン
ターによる協働推進、団体連
携構築事業

特定非営利活動法人
レスパイトハウス・ハ
ンズ

陸前高田市

　昨年度に引き続き、陸前髙田まちづくり協働センターを運営し、市民、地域、市民活
動団体、行政等の活性化と連携、情報交換、人材育成等、研鑽を進め、市民力の向上と
協働関係の構築を推進し、市民が主体となった復興における公益活動を推進する。 5,600

6
東日本大震災を教訓とする減
災意識啓発と長期存続を目的
とした組織基盤強化事業

特定非営利活動法人
桜ライン３１１

陸前高田市

　昨年度に引き続き、震災風化防止のため津波最大到達点への桜の植樹を行うととも
に、講演やドキュメンタリー映画の上映等を通し、全国の防災・減災について意識喚起
を行っていく。組織基盤強化策としては寄附募集の強化、グッドデザイン賞の応募によ
る認知度アップ等を予定。

3,458

7
仮設の「まち」におけるコ
ミュニティ・ケア事業

平田公園仮
設団地まち
づくり協議
会

平田第６仮設団地自治
会　他

釜石市

　平田公園に建設された仮設の「まち」の運営に関わる多様なコミュニティ組織・支援
団体が連携し、被災住民の福祉・医療・心理・生活・復興に関する包括的コミュニ
ティ・ケアを継続して実践する。
コミュニティカフェ運営、住民交流事業、健康教室、まちづくりコミュニティ放送、復
興相談ワークショップ　等

1,400

8
地域復活　共に学び合い発信
しあう仕組みづくり事業

特定非営利活動法人
三陸情報局

沿岸広域振
興局

　昨年度は情報誌を発行し、被災地域の情報を内外に発信し、被災地におけるネット
ワークづくりに取り組んだが、今年度は取組みを拡大して、被災という事象を超えた本
来のまちづくりのための市民講座「三陸ジモト大学」による学び合いの仕組みづくりと
情報ネットワークの構築に取り組む。

3,510

9
復興ステーション事業（交
流・研究ステーション）

きたかみ復
興支援協働
体

特定非営利活動法人
いわてＮＰＯ－ＮＥＴ
サポート

北上市

　内陸避難者を支援する団体やボランティア組織が課題を認識し、研修・交流ができる
「駅」及び、支援団体や研究者のﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑとして情報やノウハウが集積する「駅」を
設置することにより、継続的な復興支援基盤を構築する。
沿岸地域コミュニティ支援、復興勉強会やスタディツアーの実施、復興まちづくりの現
地視察研修　等

1,600

10
地域と人、なりわいをつなぐ
「復活の森」再生事業

特定非営利活動法人
吉里吉里国

大槌町

　大槌町の荒廃した山々を健全な森へと再生させ、森林資源を有効活用することにより
地元被災者の自立・生活再建等につなげ、持続・再生可能な暮らしの確立や被災地復興
に寄与する。集落営林組合の活動拡大、吉里吉里地区の自治会組織の設立、木材の有効
活用、林業学校の開講や森林教室の開催。 3,240

11
やってみっぺし読み聞かせ
2014

読書ボランティアおは
なしころりん

大船渡市
陸前高田市

　回想法を取り入れた読み聞かせ講座とお茶会を仮設住宅団地等で開き、地域住民によ
る子どもの見守りや地域コミュニティの再生と活性化を図る。併せて、今後も活動を継
続していくため団体運営の資金調達システム（ファンクラブ）を確立しながら、人材育
成の取組みと支援活動の実践による総合的な運営力強化を目指す。

4,018

12

「女性のための防災リーダー
養成講座」を開講しながら、
女性の防災ネットワーク構築
を通した事務局機能の運営力
強化事業

特定非営利活動法人
まあむたかた

陸前高田市

　女性の視点からの災害に強いまちづくりへの関心を高め、「女性のための防災リー
ダー」を養成し、今後の災害に備えた「女性の防災ネットワーク」を構築する。女性の
ための防災リーダー養成講座の開講、ネットワークづくり、ニュースレターや防災マッ
プの発行、防災キャンプの実施、避難所づくりのためのワークショップを実施。 4,599

13
復興に関わる若手担い手育成
事業

特定非営利活動法人
ｗｉｚ

大船渡市

　復興を推進するための活動資源を人的関係性ととらえ、県内外の若手活動家（若手人
財）の事例を学ぶ勉強会と県内で活動する若手人材の顔の見える関係性を構築する交流
会を開催する。それにより、復興を担う若手人財の短期、長期的でのさらなる活動や協
働の可能性を高める。

2,658

14
そだち・ばを育てるプロジェ
クト

一般社団法人
三陸ひとつなぎ自然学
校

釜石市

　収益を生む「地域課題解決型ツアー」の開発によって人と地域がともに育つ「そだ
ち・ば」を創出する。外部人材を受け入れる土壌を開拓するとともに、外部人材と地域
住民が協働して地域課題の解決に資するモデルプログラムを開発し、ツアーコンテンツ
化を目指す。また、外部と地域をつなぐ窓口としてワンストップ機能を整備する。

4,656

15
宮古を愛する子どもたちの育
成事業

特定非営利活動法人
盛岡ＹＭＣＡ

宮古市

震災で遊ぶ場所が制限されるなど、様々な場面でがまんを余儀なくされている被災地
（宮古地域）小学生を対象に、野外活動、サッカースクール、水泳教室を開催し心のケ
アを図る。併せて地元高校生ボランティアを育成し、活動を通して地元愛を深め、復興
を支える次世代リーダーを育成する。 3,165

16
震災地に緑とめん羊による景
観形成と住民交流の輪を拡げ
まちづくりを支援する事業

特定非営利活動法人
越喜来の景観形成と住
民交流を図る会（略称
リグリーン）

大船渡市

震災で壊滅的被害を受けた三陸町越喜来の浸水地域における景観形成と住民交流を図る
ため、牧草地や花壇を整備し、めん羊を放牧、交流事業を2年半実施してきた。今年度
に県から土砂堆積場として使用させてほしい旨要請があり、別な浸水地を探し、改めて
牧草地や花壇を整備し、放牧して交流事業を実施するもの。併せて、新しいまちづくり
のための交流会や津波防災の講演会も開催する。

1,440

17
陸前高田市におけるハネもの
りんご６次化事業

一般社団法人
ＳＡＶＥ　ＴＡＫＡＴ
Ａ

陸前高田市

陸前高田市で栽培される米崎りんごのハネものりんごを活用し、高付加価値商品を開発
し、地元カフェを始め、ネットや首都圏で販売する。開発や加工には地元障がい者施設
や産直の協力を得る。また、大学生を中心とした就農体験を実施し、若者との交流によ
る農業の活性化と陸前高田への若者定住を促進する。 2,800

18 元気の出る家（虹の家）事業
特定非営利活動法人
母と子の虹の架け橋

釜石市

生活の復興に歩みだす釜石地域の母親を対象に就労につながる支援として、「仕事力向
上プログラム」（ビジネスマナー・ビジネススキル・ITスキル・コミュニケーションス
キルなど）の受講機会を与えるとともに、求職活動やスキルを磨くことができる環境整
備としてお子様の一時預かり保育事業を継続して行う。 5,155

19

災害ＦＭ局等のコミュニティ
再生メディアとしての機能
と、防災・減災メディアとし
てのネットワークを強化する
事業

いわて災害
コミュニ
ティメディ
ア連携・連
絡協議会

特定非営利活動法人
まちづくり・ぐるっと
おおつち

沿岸広域振
興局

　災害ＦＭ局等が被災地のコミュニティ再生メディアとしての機能を強化するため担当
者の研修を行うとともに、持続可能性を視野に入れた実践的な共同番組作りを進める。
加えて、災害FM局等と県域メディア、行政の防災担当者との連携を深め、今後の大規模
災害発生時に備えた防災・減災のための放送ネットワークの拡大と強化を図る。 4,245

66,000

配分額
（千円）

合　　計

№ 事業名 事　業　概　要


